
2019年度資金分配団体申請 様式2事業計画書

１．申請事業名：地域で子どもを育てる支援事業

２．申請団体名：一般社団法人ソーシャルトラスト支援センター

３．助成事業の種類：新規企画支援事業

４．申請する事業期間：2019年度～ 2022年度

５. A事業費：250,000,000 円

（Bうち助成金申請額：200,000,000円 80％ B/A ）

プログラム・オフィサーの伴走支援の活動費：27,826,972 円* 評価関連経費：9,484,400円
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2019年度初版

*Bの助成金申請額とは別枠です。



別紙「事業計画書作成の手引き」を参考に以下の項目に沿って事業計画書を作成してください。
次ページ以降の記入スペースは適宜増減してください。ただし、全体の分量は40ページ（表紙と本スライドを含める）以内とし
ます。※原則、パワーポイントをご利用ください。
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事業計画書の記述項目

1. 申請事業により解決したい課題、事業の目標および内容
1.1. 解決したい課題（社会的ニーズ）と中長期的な事業目標
1.2.原因分析と解決策
1.3. 事業の成果目標と内容

2. 包括的支援プログラム
2.1. 実行団体の募集
2.2. 助成金等の分配
2.3. 非資金的支援

3.社会的インパクト評価の実施内容と方法について

4. 進捗管理、リスク管理と持続可能性
4.1. 進捗管理
4.2. リスク管理
4.3. 持続可能性

5. 実施体制と従事者の役割

6.広報戦略および連携・対話戦略

7. 関連する主な実績
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1.3.事業の内容と成果目標
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≪ 本事業のポイント ≫

⚫ 当法人の提案する本事業のポイントは以下の通り

革新性

・公益資本主義を標榜する当法人代表理事の出身母体「未来公益トラスト」は、 を保有（同免許は現在9社のみ付与）。

等の金融の仕組みを理解し、アレンジメントしていく土壌が、当法人には備わっている。

・社会公益事業における民間資金調達方法として、 を活用した事例はほとんどなく、革新的な試みである。

継続性
・各地域及び個別の実行団体のニーズ、状況等を把握したうえで、実行団体に最も適合した配分方法（出資・貸付、助成）を採択する。

・各メンバーが専門とする分野を担当する「担当制」を採用し、実行団体への伴走支援体制の継続性に最大限配慮する。

波及効果
・JANPIAからの助成金をシードマネーに、実証実験モデルとして一定の成果が得られれば、他の地域においても展開していくことができる。

・当法人の試みが契機となって、他の地域への移植・応用だけでなく、新たな民間資金調達方法の開発がなされる等の波及効果が期待される。

連携と対話
・実行団体に寄り添った支援や事業を実現していくため、企業、アカデミア、行政等とのステークホルダー・エンゲージメント

（共創、連携、 また目的ある対話）が重要と考える。いくつかの有望企業・団体等と既に情報交換等ができている。本書6を参照。

社会的

インパクト

・事業のプロセスの透明性や適正性の確保、事前に達成すべき成果の設定とその達成度合いを重視した評価（社会的インパクト評価）を行い、

その成果を可視化できるようにする。本書3を参照。

先進性 ・当法人は、メンバーにICTの専門スタッフを抱えている。システムを導入し、業務の効率性、実効性を向上することができる。

多様性

・各メンバーは、各専門分野が異なる。多様な方面から実行団体への伴走支援を行うことができる。

・助成金に頼らない民間資金の調達方法は多様であり、当法人は、実行団体のニーズに沿った資金の提供方法を検討し、提案できる。

は、受託資産の範囲が広く、多様な可能性を秘めている。
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4.進捗管理、リスク管理と持続可能性

4.1. 進捗管理

⚫ 実行団体に対して、資金支援と併せて経営支援や技術支援といった非資金的支援を伴走型で行う
(事業ステージや個別状況に応じて柔軟な対応)。

⚫ 民間公益活動が適切かつ確実に遂行するように、実行団体に対する必要かつ適切な監督を行うための措置を講じる。

準備期 創業期 成長期 成熟期(安定成長期)

・事業基盤の確立 ・組織、業務改善 ・組織再編、事業発展推進

一般業務支援

組織体制に関する支援

財務面に関する支援

社会的インパクト評価

に関する支援

事業戦略支援/法律相談/その他一般業務支援

経営陣の強化(コーチング・メンタリング)

人材採用支援・人材の派遣

システム支援

理事会・取締役会やガバナンス体制に関する支援 (体制づくり・体制強化・改善・新メンバー採用)

資金調達支援 (外部からの資金確保、資金調達の実務的支援・助言又は戦略策定支援)

資金調達支援 (追加資金調達支援)

収益戦略 (事業計画策定・ビジネスモデルの開発）

財務管理 (健全な財務管理能力と財務管理ツール、財務管理システムの開発、財務管理への助言、資金運用計画・会計業務、新たな財務管理システム確立支援)

社会的インパクト評価策定支援、枠組・指標の開発支援等

≪ 各種伴走支援のスケジュール≫
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⚫ 既に候補となりうる団体・企業等について情報収集ができている。
⚫ 当法人が有するネットワークを活用し、当法人の考える社会の課題解決に資する事業を行う事業者（実行団体の候補）を発掘すべく、調査を行ったところ、

以下の通りいくつかのモデル事業を発掘。引き続き、政府や自治体、民間事業者、評価機関と連携するなどして、良質な案件を発掘

7.関連する主な実績

≪ 案件発掘段階のコンサルテーション実施状況 ≫
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7.関連する主な実績
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